
岩手県宮古市の脱炭素に向けた取り組み

～再生可能エネルギーで持続可能なまちへ～

宮古市エネルギー・環境部 三上 巧

浄土ヶ浜エターナルグリーン
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第10回公開研究会
（高橋産業経済研究財団助成研究）
「脱炭素先行地域によるまちづくり」
令 和 ６ 年 ２ 月 2 8 日 （ 水 ）
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１ はじめに

■ 宮古市の紹介

■ 東日本大震災

２ これまでの取り組み

■ 復興計画における再生可能エネルギーの取り組み

■ 宮古市スマートコミュニティの概要

３ これからの取り組み

■ 新たなエネルギー政策の推進

■ 再生可能エネルギーの地産地消による地域内経済循環の創出

■ 地域脱炭素に向けた取り組み

■ 宮古市脱炭素地域づくり協議会

■ 連携体制

今日のながれはじまる
前に

今日はなんの話デ？



■H17.6.6…宮古市、田老町、新里村が合併

■H22.1.1…川井村を編入

■本州最東端
■面積…1,259km²（全国８番目に広い市）

東西64㎞、南北50㎞
■高度…０ｍ～1,917ｍ
■人口…46,866人（R6.1.1現在）

■「三陸復興国立公園」の中心 宮古市

宮古市の紹介１はじめに
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市の魚「サケ」

最近のおススメ「瓶ドン」

景勝地「浄土ヶ浜」

宮古は広いボンねー
デカボンのしっぽは、
サケだボン



壊滅的な被害を受けた田老地区市街地旧市役所前堤防を乗り越える黒い津波

○市内最大震度…震度５強

○最大波…高さ8.5ｍ以上

○最大遡上高…39.7ｍ

（重茂・姉吉地区）

〇被害推計総額 2,457億円

※H23年度市一般会計当初

予算額(約303億円)の約８倍！

■被害状況

被災区分 宮古市 岩手県

死者 517 人 4,674人

災害関連死 55 人 469人

負傷者 33 人 210人

被災世帯 4,948 世帯 27,583世帯

家屋倒壊数 9,088 棟 54,496棟

2011年３月11日 東日本大震災

県
内
最
多

2011年３月11日東日本大震災１はじめに
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○東日本大震災
⇒市民生活に不可欠な電力・通信などのライフライン長期寸断
⇒初期の災害応急対応や被災者支援活動に大きな障害

①既存電力のみに頼らない「自立型」の電力供給体制の構築
②災害時に必要なエネルギーを供給できる体制づくり
③自然資源を活用した再生可能エネルギーの創出

上記３点の必要性を強く認識
市議会や多くの市民から再生可能エネルギーへの取組を望む声が聞かれた

復興計画において再生可能エネルギー施策を
「復興重点プロジェクト」として位置付け

復興計画における
再生可能エネルギーの取り組み

２
これまでの
取り組み
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経済産業省平成23年度第3次補正予算

○マスタープラン策定：平成24年９月
○事業構築期間：平成25年度～平成29年度

津軽石発電所
1.6MW EV充電器

田老発電所
2.4MW

【電力会社】
宮古新電力株式会社

【利用者】
市内公共施設・事業者等

【発電所】
宮古発電合同会社

創 出 供 給 有効活用

再生可能エネルギーを地産地消型で
有効利用する仕組みを構築
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宮古市スマートコミュニティの概要
２

これまでの
取り組み



再生可能エネルギービジョン（R2.9策定）（Ｒ２～）

復興計画の復興重点プロジェクト「森･川･海の再生可能エネルギープロジェクト」の次の段階
として取り組む新たな再生可能エネルギー政策の方向性を示すもの

再生可能エネルギー推進計画（R4.3策定）（Ｒ３～Ｒ１２）

宮古市再生可能エネルギービジョンに示した内容を実現する具体的な
取り組みを示すもの

環境基本計画（Ｒ２～Ｒ６） 次期環境基本計画（Ｒ７～Ｒ１１）

地球温暖化対策実行計画（事務事業編）（Ｒ３～Ｒ１２）

地球温暖化対策実行計画（区域施策編）（Ｒ６～Ｒ１２）

再生可能エネルギー
事業の導入に関する
ガイドライン
（R3.1策定）

令和２年10月９日 「宮古市気候非常事態宣言」
11月11日 「宮古市2050年ゼロカーボンシティ」

■関連する計画
R2 R3 R4 R5 R6 R11 R12（2030）

再生可能エネルギー推進条例（R5.4.1施行）

再生可能エネルギーの導入に関する基本理念を定め、各主体の責務を明らかし、
施策の基本となる事項を定めるもの
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新たなエネルギー政策の推進
３

これからの
取り組み



現在

石油

ガス 石炭

エネルギー購入費用
年間約139億円！

市域外へ流出

木質

バイオマス

風力

宮古市内

太陽光

地域内経済循環
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再生可能エネルギーの地産地消による
地域内経済循環の創出

◆有効に活用されていなかった
地域資源をエネルギーに転換
⇒経済的な価値を創出

◆エネルギーに関わる費用を
市域内にとどめる

■地域内経済循環を作り出す エネルギーの地産地消による

自立的な地域経済の構築

目指す姿

ҥ

＝ 宮古市版シュタットベルケ

●エネルギー事業の利益を市民へ還元
「よりよい市民サービスの提供」
・誰もが移動しやすい公共交通
・子育て世帯への支援
・充実した教育環境

・活力に満ちた産業 など⇒地域課題の解決へ

３
これからの
取り組み
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再生可能エネルギーの地産地消による
地域内経済循環の創出

３
これからの
取り組み

■宮古市版シュタットベルケの第一歩

②宮古発電合同会社への資本参加

➤ 令和３年４月６日：協定締結

➤ 令和３年６月：出資持分一部譲渡
（20％、121,200千円）

③宮古新電力株式会社への資本参加

➤ 令和２年11月16日：協定締結

➤ 令和３年６月：株式取得
（約20％、22,496千円）

① 令和２年度：宮古市再生可能エネルギー基金を創設
➤②③の配当金のほか、再生可能エネルギー施設への市有地貸付料を積立

令和４年度：約1,200万円の配当 令和４年度：約550万円の配当



地域脱炭素 へ

2050年
カーボンニュートラル

目指す姿2030年
温室効果ガス50％削減

2020年10月９日「宮古市気候非常事態宣言」
11月11日「宮古市2050年

ゼロカーボンシティ」
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地域脱炭素に向けた取り組み

■脱炭素に向けて

広域合併したまちの脱炭素地域づくり
～宮古市版シュタットベルケから始まる
地域内経済の好循環の拡大を目指して～

令和４年11月１日選定！

カーボンニュートラル実現のための第一歩
⇒加速化を図る

◆令和５年４月
重点対策加速化事業の採択
⇒市内全域での事業実施が
可能に

３
これからの
取り組み
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≪市民への支援事業≫

省エネ

★住宅無料省エネ診断
○建築士が自宅を訪問し、省エネ化や住環境向上をアドバイス
○訪問後「省エネ診断書」を作成

★省エネ冷蔵庫買替キャンペーン ➡終了
○統一省エネラベル「省エネ基準達成率」100％以上の新品の冷蔵庫購入
に係る費用の一部を補助

ＥＶ・充放電設備

★電気自動車等導入促進補助金
○自家用や営業用の新車購入に係る費用の一部を補助
○充放電設備の設置や外部給電器の購入に係る費用の一部を補助

創エネ

★住宅用太陽光発電システム導入促進費補助金・蓄電池システム
導入促進費補助金
○住宅や事業所への太陽光発電システム・蓄電池システム設置に係る費用
の一部を補助

★住宅用ＰＰＡ太陽光発電・蓄電池導入事業費補助金
○ＰＰＡによる住宅や事業所への太陽光発電システム・蓄電池システム設
置に係る費用の一部を補助

New!

New!

≪基盤構築事業≫

創エネ（地産電源確保）

★夜間連系太陽光発電
○蓄電池を併設し、夜間に系統接続
する発電所の設計・地域主体の事
業構築（3,000kW、８MWh）

≪その他≫

創エネ

★公共施設再エネ等導入
○ＰＰＡ手法の検討

蓄エネ

★グリーンスローモビリティ実証
★公用車ＥＶ導入検討

ＥＶ

★普及啓発（アンケート調査、説明
会等、HEMS体験）
→脱炭素フェスタ7/30、10/29

★脱炭素推進センター構築検討

★ゾーニング ※２か年目

地域脱炭素に向けた取り組み

（参考）令和５年度地域脱炭素推進関連事業について
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New!

先行

先行 重点

市

先行

先行

県補助
市

市
国・CEV

先行 市

先行 重点

国・環境省

３
これからの
取り組み



地域脱炭素に向けた取り組み
３

これからの
取り組み

（参考）脱炭素先行地域：田老地区の状況
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震災直後の田老地区 令和４年９月29日撮影の田老地区

スマコミ事業で整備した
田老発電所

震災後に整備された
高台団地

（三王団地）

再整備された防潮堤
（かさ上げ、線形変更）

夜間連系
太陽光発電所

候補地

小規模分散型
太陽光発電所

候補地



（参考）宮古市の地域脱炭素イメージキャラクター
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地域脱炭素に向けた取り組み
３

これからの
取り組み

体重：約40万９千トン

●宮古市大気中の二酸化炭素から、
ある日突然生まれた。

●難しいことはわからないけど、
「脱炭素」「2050」というワードに
ときめきを覚える。

●ときどき、SNSでつぶやいている。
●意外と目立ちたがりなデカボンを

よろしくね！

住んでいる場所：みんなのそばに
口癖：デ？、～だカボ、～だボン
性格：目立ちたがり



エネルギー
・環境部

エネルギー推進課

エネルギー推進係

環境課

脱炭素推進係 環境係

ü エネルギーの総合的な企画及び調整並びに推進に関すること。

ü エネルギーに係る官民連携事業の推進に関すること。

ü エネルギープロジェクトに関すること。

ü エネルギーに係る各種計画の策定及びその推進に関すること。

創エネ
蓄エネ

省エネ

ü 環境保全に関する総合的な企画及び推進に関すること。

ü 環境保全に関する総合調整に関すること。

ü 地球温暖化対策に関すること。

ü 脱炭素社会の実現に係る施策の企画及び調整に関すること。

など

宮古市規模の自治体では
なかなかない部署カボ

庁内の体制
３

これからの
取り組み
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庁内の体制
３

これからの
取り組み
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役割 担当部局等

事 務 局 エネルギー・環境部エネルギー推進課、環境課

計画検討、見直し
事業計画承認

宮古市脱炭素推進本部
・本部長／市長
・副本部長／副市長、教育長
・本部員／総務部長、企画部長、

エネルギー・環境部長、市民生活部長、
保健福祉部長、産業振興部長、
都市整備部長、上下水道部長、
危機管理監、議会事務局長、教育部長、
会計管理者

計画立案、検討、
事業計画立案

宮古市脱炭素推進委員会
・委員長／エネルギー・環境部長
・委員／庁内関係部局

宮古市再生可能エネルギー推進審議会
宮古市環境審議会

■組織の変遷

年度 組織名

H25～ 総務企画部 復興推進課 自然エネルギー推進室 ←再エネに係る室設置

H28～ 市民生活部 環境課 自然エネルギー推進室

市民生活部 環境生活課 自然エネルギー推進室

R2～ 企画部 エネルギー推進課 ←課設置

R4～ エネルギー・環境部 エネルギー推進課／環境課 ←部設置

■宮古市脱炭素推進本部
外部機関

（助言・評価）



○ 市の脱炭素化に向けた事業の推進につ
いて、産学金官一体となった円滑な協
議、検討を行う任意団体

令和５年３月９日設立！

≪会員≫
東北大学大学院・中田教授、アジア航測、
建設業協会宮古支部、建築士会宮古支部、
電業協会宮古支部、水道工事業協同組合、
ヴェインズ、ＮＴＴアノードエナジー、
東北銀行、東北電力、
東北電力ソーラーｅチャージ、
日本国土開発、ＮＴＴ東日本、
復建調査設計、宮古市

No. ワーキンググループ名 内容

1 夜間連系太陽光 夜間連系太陽光発電事業の検討

2 小規模分散型太陽光 小規模分散型太陽光発電事業の検討

3 中型風力 中型風力発電事業の検討

4 公共施設太陽光 公共施設への再エネ導入の検討

5 公共施設省エネ 公共施設の省エネ化の検討

6 住宅用太陽光 住宅用太陽光発電設備等導入支援の検討

7 住宅用省エネ 住宅の省エネ化支援の検討

8 効果促進 普及啓発事業の検討

9 モビリティ グリーンスローモビリティの検討

◆ ９つのワーキンググループ（ＷＧ）を設置し、
実装に向けて動きます。

宮古市脱炭素地域づくり協議会
３

これからの
取り組み
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脱炭素地域づくり協議会

東北大学（教授 中田俊彦）、アジア航測、
岩手県建設業協会宮古支部、岩手県建築士会宮古支部、
岩手県電業協会宮古支部、宮古市水道工事業協同組合、
ヴェインズ、NTTアノードエナジー、東北銀行、東北電力、
東北電力ソーラーｅチャージ、日本国土開発、ＮＴＴ東日本、
復建調査設計、宮古市

協 力 企 業

東北電力NW
ゼファー

宮古発電合同会社
（既設）

日本国土開発、復建調査設計、
アジア航測、宮古市

金 融 機 関

岩手銀行
北日本銀行
宮古信用金庫

宮古新電力株式会社
（既設）

NTTアノードエナジー
宮古市

地域事業体（新設）

太陽光発電事業：１社
中型風力発電事業：１社

O&M事業：１社

宮古市スマートコミュニティ
推進協議会（既設）

協力機関

宮古市東北大学

共同実施

申請者

☞ 中長期的に地元企業が
主体となっていく基盤づくり

連携

行 政 機 関

岩手県

総会（全体会議）

WG WG WG WG WG WG

【役員】

会 長：中田教授
副会長：日本国土開発

宮古市長
監 事：東北銀行

復建調査設計

【事務局】

アジア航測
ヴェインズ
宮古市

連携体制
３

これからの
取り組み

19



市の最新情報は市ＨＰ
からご覧になれます→

ご清聴ありがとうございました

三陸復興国立公園 浄土ヶ浜
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